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１. 2009年12月期 第2四半期業績の概要
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単位：百万円

業績ハイライト【連結】

注）フリーキャッシュフロー = 営業活動によるキャッシュフロー+投資活動によるキャッシュフロー
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単位：百万円、％

【連結】過去5年間の業績推移＜第2四半期＞
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売上高経常利
益率

8,382

10,441

売上高 稼働率の低下により大幅な減収となり、前期比△26.4％減の8,382百万円となる

営業利益
アルプス技研は373百万円の黒字となるも、アルプスビジネスサービスをはじめ連結子会社の赤字
計上により238百万円にとどまる。

経常利益 雇用調整助成金（個別263百万、連結310百万）の受給により593百万円の黒字となる。

四半期純利益
経常利益の落込みに加え、アルプスビジネスサービスの繰延税金資産取崩し（53百万円）により、
最終損益は前期比△42.5％減の271百万円となる。

【2009年度第2四半期サマリー】
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雇用調整助成金310百万円。７３０．７％３２４３６９営業外収益

△４２．５％△２００２７１四半期純利益

△１３４．３％△２△０少数株主利益

アルプスビジネスサービスの繰延税金資産取崩53百万円。△９．７％△３６３３５法人税等

△２８．３％△２３９６０６税前四半期純利益

４．９％１２２特別損失

△５９．８％△５２３５特別利益

△２３．９％△１８６５９３経常利益

△２８．７％△５１３営業外費用

－△3.8ﾎﾟｲﾝﾄ（2.8％）（同率）

△６８．５％△５１６２３８営業利益

緊急対策による経費削減で物件費△226百万円、人件費△151百
万円。

△２３．７％△５２８１，７０４販管費

－△3.0ﾎﾟｲﾝﾄ（23.2％）（同率）

稼働率の低下等による成果給の減少により原価が△1,959百万
円減少。

△３５．０％△１，０４５１，９４２売上総利益

稼動者減少により個別が前年同期比で△2,175百万円の売上減
となった。連結各社もほとんどが減収となった（詳細はP7をご
参照下さい）。

△２６．４％△３，００４８，３８２売上高

前期比増減要因
同

増減率
前期比
増減

当第２
四半期

単位：百万円

損益計算書【連結】
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株式会社アルプスの杜 分社化
2009年１月５日 「㈱アルプス技研」と「㈱アルプスビジネスサービス」の

それぞれの介護部門を分社化し、介護専門の子会社「㈱アルプスの杜」を設立。

2009年４月１日より事業を開始。

有料老人ホームの運営有料老人ホームの運営

有料老人ホームの管理有料老人ホームの管理

グループホームの運営・管理グループホームの運営・管理

介護派遣・介護研修介護派遣・介護研修

アルプス技研アルプス技研

アルプスビジネスサービスアルプスビジネスサービス

アルプスの杜アルプスの杜

資本金：資本金：11億円億円（アルプス技研（アルプス技研100100％子会社）％子会社）

設設 立：立： 20092009年年11月月55日日

事業所所在地：事業所所在地：

有料老人ホーム「アルプスの杜綾瀬」有料老人ホーム「アルプスの杜綾瀬」

（神奈川県綾瀬市）（神奈川県綾瀬市）

グループホーム「アルプスの杜陽光台」グループホーム「アルプスの杜陽光台」

（神奈川県相模原市）（神奈川県相模原市）

有料老人ホームの管理・運営有料老人ホームの管理・運営

グループホームの管理・運営グループホームの管理・運営

介護派遣・介護研修介護派遣・介護研修

分社化分社化

分社化分社化
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単位：百万円

増減
２００９年度
第２四半期

２００８年度
中間期

△３７８人１，９８２人２，３６０人稼動人数（人/月）

△１４．４Ｈ１６２．０Ｈ１７６．４Ｈ稼働工数（H/月）

△１０９円３，５７１円３，６８０円実単価

業績ハイライト【個別】
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派遣売上のパラメータ
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売上高経常利
益率

7,209

単位：百万円、％

過去5年間の業績推移＜中間期＞【個別】

売上高 稼働率の大幅な低下により減収となり、前期比△23.2％減の7,209百万円となる。

営業利益 原価率が高まり、営業利益は373百万円となる。

経常利益 雇用調整助成金の受給（263百万円）により689百万円の黒字となる。

四半期純利益 前期比△7.6％減の412百万円

【2009年度第2四半期サマリー】
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【個別】
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稼働時間・稼働率の推移【個別】
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3,313

3,500

3,6833,680

3,511
3,627

3,618

2005 2006 2007 2008上期 2008下期 2009Q1 2009Q2

単価推移【個別】

注：2005年～2007年は通期平均実単価
2008年は半期平均実単価
2009年は四半期平均実単価

20082008年度年度 20092009年度年度

通期平均単価通期平均単価

３，６８１円３，６８１円
第２四半期平均単価第２四半期平均単価

３，５７１円３，５７１円
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緊急対策の内容
20082008年年44月、業務の効率化・間接業務の生産性向上を目的に業務改善委員会を設立。月、業務の効率化・間接業務の生産性向上を目的に業務改善委員会を設立。
20082008年秋口以降の急速な景気後退を受け、状況に応じた緊急対策を立案。年秋口以降の急速な景気後退を受け、状況に応じた緊急対策を立案。
段階的に実施した。段階的に実施した。

・役員報酬、業務執行役員給与の削減・役員報酬、業務執行役員給与の削減
・業務効率化の再徹底による残業時間の抑制（上限設定）・業務効率化の再徹底による残業時間の抑制（上限設定）
・キャリア採用の一時停止・キャリア採用の一時停止 ・新卒採用活動の縮小・新卒採用活動の縮小
・消耗品の共有・購入の一括管理・消耗品の共有・購入の一括管理 ・カラーコピーの禁止・カラーコピーの禁止
・会議・研修（開催場所、回数、時間等）の見直し・会議・研修（開催場所、回数、時間等）の見直し

・役員報酬、業務執行役員給与のさらなる削減・役員報酬、業務執行役員給与のさらなる削減
・未稼働の派遣技術者の一時帰休・教育訓練の実施・未稼働の派遣技術者の一時帰休・教育訓練の実施
・事業部の統廃合、営業所の集約・事業部の統廃合、営業所の集約 ・契約関連業務の本社集約・契約関連業務の本社集約

対策レベル１対策レベル１

20092009年年11月より実施月より実施

対策レベル２対策レベル２

20092009年年44月より実施月より実施

対策レベル対策レベル33

20092009年年55月より実施月より実施

・間接社員の一時帰休・教育訓練の実施・間接社員の一時帰休・教育訓練の実施
・管理職給与の削減・管理職給与の削減
・さらなる業務効率化による残業時間の上限変更・さらなる業務効率化による残業時間の上限変更

業務手順の見直し・不要業務の取りやめ等、業務の効率化を徹底し、下記を実施。業務手順の見直し・不要業務の取りやめ等、業務の効率化を徹底し、下記を実施。
・・1919：：4040以降の残業禁止以降の残業禁止 ・・NOWDAYNOWDAY実施の徹底実施の徹底 ・ガンバル・ガンバルTIMETIMEの実施の実施
・会議運営の効率化（上限・会議運営の効率化（上限11時間）時間） ・電話時間の短縮・電話時間の短縮 ・評価制度改定による業務効率化・評価制度改定による業務効率化

■業務改善委員会での徹底事項■業務改善委員会での徹底事項

■緊急対策の実施項目■緊急対策の実施項目
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緊急対策の成果 （販管費削減実績）

販管費は前年同期比３７７百万円の削減（20.3％減）

緊
急
対
策
の
成
果

緊
急
対
策
の
成
果

△２７９△２７９
百万円百万円

制度上の人件費の削減制度上の人件費の削減

施策実施に施策実施に
よる物件費よる物件費
の削減の削減

△２２６百万円△２２６百万円

施策実施に施策実施に
よる人件費よる人件費
の削減の削減

会議実施頻度・開催方法の見直し、研修会議実施頻度・開催方法の見直し、研修
の分散開催等による旅費交通費の削減の分散開催等による旅費交通費の削減

△９８百万円△９８百万円

△８０百万円△８０百万円

研修の内製化等、研修方法の見直し研修の内製化等、研修方法の見直し △５０百万円△５０百万円

採用活動縮小による募集費の削減採用活動縮小による募集費の削減 △７８百万円△７８百万円

消耗品の共有・一括管理、カラーコピーの消耗品の共有・一括管理、カラーコピーの
禁止等、諸経費の削減禁止等、諸経費の削減 △１８百万円△１８百万円

業務効率化に伴う残業時間の削減・間接業務効率化に伴う残業時間の削減・間接
人員の退職者不補充等人員の退職者不補充等

△５３百万円△５３百万円
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48.5％

０．９％

０．９％

１．０％

１．０％

１．２％

１．４％

１．５％

１．６％

１．９％

１．９％

２．０％

２．０％

２．１％

２．３％

２．６％

３．９％

３．９％

４．７％

５．０％

６．６％

構成比

上位２０社計

アルプス電気

ソニー・エルエスアイ・デザイン

エー・アンド・デイ

オリンパス

ケーヒン

三菱重工業

大分キヤノン

東京エレクトロンＡＴ

トヨタ自動車

ソニーセミコンダクタ九州

パナソニックコミュニケーションズ

アルパイン

富士ゼロックス

シャープ

日産自動車

パナソニック

セイコーエプソン

ソニー

キヤノン

デンソーテクノ

得意先名

２００８年度通期

上位２０社計

日立ソフトウェアエンジニアリング

東京エレクトロン東北

アルプス電気

オリンパス

ソニー・エルエスアイ・デザイン

シャープ

三菱重工業

ケーヒン

トヨタ自動車

パナソニックコミュニケーションズ

富士ゼロックス

東京エレクトロンＡＴ

日産自動車

松下電器産業

ソニーセミコンダクタ九州

アルパイン

ソニー

セイコーエプソン

キヤノン

デンソーテクノ

得意先名

２００７年度通期

45.9％

１．０％

１．０％

１．１％

１．１％

１．１％

１．３％

１．３％

１．５％

１．５％

１．６％

１．７％

１．７％

２．１％

２．４％

２．６％

２．７％

３．９％

４．４％

５．３％

６．６％

構成比

２．１％トヨタ自動車

２．１％アルパイン

２．０％ソニーセミコンダクタ九州

１．８％大分キヤノン

１．６％三菱重工業

１．３％東京エレクトロンAT

１．２％IHIエスキューブ

１．２％ケーヒン

１．１％エー・アンド・デイ

１．０％ニコン

１．０％アルプス電気

52.1％上位２０社計

２．２％

２．４％

２．４％

２．６％

４．４％

４．８％

４．８％

５．８％

６．３％

構成比

富士ゼロックス

シャープ

パナソニックコミュニケーションズ

日産自動車

パナソニック

セイコーエプソン

ソニー

キヤノン

デンソーテクノ

得意先名

２００９年第２四半期累計

売上高上位20社構成比【個別】

：構成比の前年度比アップ・ダウン
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売上高上位100社主要業種別売上高【個別】
単位：百万円
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1,077
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203
250

237

213

0% 20% 40% 60% 80% 100%

07年中間期

08年中間期

09年第2四半期

自動車、部品、ナビ・オーディオ 精密（デジカメ・プリンターなど）
家電 半導体、半導体製造装置
ソフト開発 携帯電話
その他（通信、工作機械、環境機器など）

24.0% 25.1% 13.5%
3.4
%

4.2
%

16.5%13.3%

24.6% 24.5% 14.6%
3.9
%

3.1
%

17.2%12.1%

28.3% 25.5% 12.1%
4.0
%

3.0
%

14.9%12.2%
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２００９年度第２四半期 総括
【環境】

1. 市場：製造業各社の研究開発費の削減
⇒技術者派遣への需要が急激に冷え込む

2. 業界：案件減少⇒競争激化
3. 「派遣法」改正論議：「派遣」に対する規制強化の動き

⇒プロジェクト受注の要請が高まる兆し

【施策】
1. 売上対策 ⇒営業力強化
（1） 新規企業・業種へのアプローチ
（2） 本社営業部隊の設置、営業サポート人員の増加
（3） 技術力向上に資するべく研修体制の強化、研修コースの充実

2. コスト対策
（1） 緊急対策として物件費の大幅削減

（研修の内製化、中途採用の凍結、新卒採用の縮小
消耗品等のコストダウン）

（2） 事業部の統廃合（全国8事業部⇒6事業部）
営業所の集約（31拠点⇒24拠点）

（3） 人件費削減（業務効率化に伴う残業時間の削減
間接人員の退職者不補充等）
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２.2009年12月期 通期業績予想について
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単位：百万円

通期業績予想【連結】

△６７．８％３００△４２．５％２７１９３０当期純利益

７．５％（売上高比）

△５８．６％７００△２３．９％５９３１，６８９経常利益

７．３％（売上高比）

－△４００△６８．５％２３８１，６４０営業利益

△２９．０％１６，０００△２６．４％８，３８２２２，５２３売上高

前年同期比予 想前年同期比実 績

２００９年度通期２００９年度第２四半期
２００８年度

通期実績
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単位：百万円

３，５６１円

１６０．３（H/月）

予想
２００９年度通期

３，６８１円

１７４．４（H/月）

実績
２００８年度通期

単 価

稼 働 時 間

【派遣前提】

通期業績予想【個別】

△４７．９％９００△９．６％６８９１，７２６経常利益

△５８．５％４００△７．６％４１２９６２当期純利益

―９．６％９．１％（売上高比）

―５．２％８．８％（売上高比）

－△２００△４７．９％３７３１，６５８営業利益

△３１．３％１３，０００△２３．２％７，２０９１８，９３１売上高

前年同期比予 想前年同期比実 績

２００９年度通期２００９年度第2四半期
２００８年度

通期実績
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配当予想

配当基本方針

① 連結ベースでの配当性向５０％を目処とする
② 安定配当の見地から、年間配当１株２０円は堅持する

２０円２０円０円第2９期配当予想

年間配当期末配当中間配当
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３. 2009年度12月期

下期の取組みについて
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下期の取組み

１．営業・営業サポート部門の人員増強１．営業・営業サポート部門の人員増強

（提案営業の展開、チーム派遣（提案営業の展開、チーム派遣

プロジェクト受注の積極提案）プロジェクト受注の積極提案）

２．未開拓地域への進出２．未開拓地域への進出

（専任担当営業を常駐）（専任担当営業を常駐）

３．グループ会社間の営業連携強化３．グループ会社間の営業連携強化

１．緊急不況対策の継続的実施（１．緊急不況対策の継続的実施（営業力強化営業力強化、、コスト対策コスト対策））

２．来るべき景気回復時に備え技術力のさらなる強化（２．来るべき景気回復時に備え技術力のさらなる強化（技術力強化技術力強化））

１．先端分野への進出１．先端分野への進出 環境エネルギー関連の研修を強化環境エネルギー関連の研修を強化

２．プロジェクトマネージャーの育成（専門研修部署を新設）２．プロジェクトマネージャーの育成（専門研修部署を新設）

３．高度技術者の育成（顧客ニーズの高度化に対応）３．高度技術者の育成（顧客ニーズの高度化に対応）

営業力強化営業力強化

技術力強化技術力強化

１．引続きの物件費削減１．引続きの物件費削減

２．本社組織のさらなるスリム化２．本社組織のさらなるスリム化

３．間接業務のグループ共通化３．間接業務のグループ共通化

コスト対策コスト対策
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【TOPICS】 派遣法改正について

派遣禁止業務や派遣可能期間を超え
て業務に従事させた場合、派遣先は
派遣労働者より「自己の雇用主とみ
なす通告」を受ける

特段の定めなし雇用主みなし通知６

変更なし（現行法どおり）常用型は除外事前面接の禁止５

変更なし（現行法どおり）
（現行法と同様に、3年超過、同一
業務に新たに雇い入れる場合に申込
義務発生）

常用型は除外40条の５
（雇用契約申込義務）

４

政令で定める業務以外への登録型派
遣の禁止

常用型への転換努
力義務

登録型の扱い３

原則禁止（政令で定める専門業務は
例外）
政令で定める専門業務以外は常用型
であっても派遣禁止業務となる

特段の定めなし物の製造の業務への派遣２

2ヶ月以下の期間を定めた雇用契約
は禁止

30日以下の期間を
定めた雇用契約は
禁止

日雇派遣１

B案A案項目

⇒いずれの案であっても、常用雇用型派遣への規制強化はなし⇒いずれの案であっても、常用雇用型派遣への規制強化はなし


